
「仙台市×東北大学スマートフロンティア協議会における先端的サービス創出及び規制改革推進事業」に係る質問に対する回答

No 質問事項 回答

1

募集要項「6.応募資格①公募開始の時点で、仙台市×東北大学スマートフロンティア

協議会に参画していること。」について、体制の中に発注先として、協議会以外の事

業者が含まれてもよいでしょうか。

募集要項第６条の※にて記載しているところですが、「複数の事業実施者で構成され

る場合、①（公募開始の時点で、仙台市×東北大学スマートフロンティア協議会に参

画していること。）の要件については代表事業者が、（中略）満たすこと」としてお

りますので、本協議会に参画していない事業者を体制に含むことも可能となっており

ます。

2

募集要項の「7.審査(2)審査基準その他加点項目：提案が複数事業者で構成されてい

るか」について、共同企業体（JV）による提案でなければならないでしょうか。それ

とも、発注先として複数事業者で体制構成した場合でも条件を満たすでしょうか。

共同企業体または受発注等の関係性の如何に関わらず、仙台市×東北大学スマートフ

ロンティア協議会に参画している複数の事業者が、それぞれの意思に基づいた明確な

役割分担のうえで、事業体制が構成されていることが提案書上客観的に明らかである

場合は、加点条件を充足することとなります。

3

募集要項の「7.審査(2)審査基準その他加点項目：本市が有するデータ連携基盤等を

適切かつ効果的に活用するプロジェクトであるか」について、データ連携基盤で活用

できるデータの種類はどの様なものがあるでしょうか。

データ連携基盤で活用できるデータは、例えば中心市街地の人流データがございま

す。そのほかの活用できるデータについては、以下をご参照ください。

https://data-sendai-platform.jp/contents/datalist/

4
事業実施のために必要となるデータについて、仙台市様よりデータ提供が不可能な場合、実

施内容に変更があってもよろしいでしょうか。

採択となった事業については、その事業を実施することを念頭に採択しております。やむを

得ない事情等により当初のご提案いただいた事業が実施できない、又は変更する場合には協

議により事業実施の方向性及び本市の費用負担を検討する想定です。

5

募集要項の「7.審査(2)審査基準その他加点項目：本市が有するデータ連携基盤等を適切かつ

効果的に活用するプロジェクトであるか」について、本公募の事業期間内での実施が必須で

しょうか。

本公募の事業期間内での実施が必須のものではございませんが、次年度以降のプロジェクト

におけるデータ連携基盤等の活用見込みについて、提案書の中で説明いただく必要がありま

す。

6
募集要項の「7.審査(2)審査基準その他加点項目：規制改革の提案を伴うものであるか」につ

いて、本公募の事業期間内での規制改革申請が必須でしょうか。

No.5の回答同様、本公募の事業期間内での規制改革提案が必須のものではございませんが、

次年度以降のプロジェクトにおける規制改革提案の見込みについて、提案書の中でご説明い

ただく必要があります。
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No 質問事項 回答

7
弊社が想定している実証エリアについて、事業の実施時に不可となったの場合、仙台市様と

の協議の上、変更することは可能でしょうか。

採択となった事業については、エリア特性等を加味した実証の場合、ご提案のあったエリア

にて実施することを念頭に採択しております。やむを得ない事情等により当初のご提案いた

だいた事業が実施できない、又は変更する場合には協議により事業実施の方向性及び本市の

費用負担を検討する想定です。

8

実証事業としてヘリコプターによる代替飛行を計画しておりますが、離着陸場の設置にあた

り規制当局の許可及び土地管理者等への説明に期間を要すことが想定されます。このため、

提案書には３パターンの飛行計画を示しつつ、規制当局の許可等の状況から完遂できるパ

ターンを選択して事業を実施することは可能ですか？

採択となった事業については、その事業の目的を達成することを念頭に採択しております。

やむを得ない事情等により複数パターンのうち１つを実施する場合には、ご提案いただいた

事業の目的を達成できるかを確認したうえで、実施の可否および本市の費用負担を検討する

ための協議を実施する想定です。

9 仙台市の施設や土地を利用する際にご協力を頂けますか？

事業の実施にあたり、施設や土地等の所管課との打合せ調整等でご協力させていただく想定

です。なお、使用を予定する施設や土地と実施事業の趣旨目的の適合性等を鑑みる必要があ

り、当該施設及び土地が必ず利用できることを確約するものではございません。ご応募の際

にはその点予めご了承ください。

10
事業実施（実証飛行の案内）にあたり、仙台市政だより、ホームページ及び公式YouTubeな

ど、仙台市様の広報媒体を利用させていただくことは可能ですか?

事業の実施にあたり、当市が所管する広報媒体が必要な際には事務局にてご協力させていた

だく想定です。なお、ご希望の広報媒体と実施事業の趣旨目的の適合性を鑑みる必要があ

り、当該広報媒体の利用を確約するものではございません。ご応募の際にはその点予めご了

承ください。

11
本事業は数年の継続性のあるものですが、次年度以降の取り組みに関してのサポートは、ど

のようになりますか？

例えば、他団体の公募にご応募いただく際の実施フィールドの提供などが想定されます。な

お、あくまで一例でありご希望のサポートを確約するものではございません。ご応募の際に

はその点予めご了承ください。

12
応募資格として「仙台市税の滞納がないこと」とありますが、仙台市以外に本拠を置く企業

等にも応募資格があるのですか？
応募要件を充足していれば、仙台市以外に本拠を置く企業でも応募することは可能です。
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13 法人格を明らかにする登記簿謄本の添付は必要ですか？

登記簿謄本の提出は必須ではございません。なお、実施要綱の第８条第１項６号に記載した

とおり、「その他市長が必要と認める書類」としてご提出を求める場合がございます。その

点は予めご了承ください。

14 経費算出表は各事業者ごとに作成するのでしょうか？

実施要綱の第８条第１項第４号及び第２項にて記載しているとおり、経費算出表については

構成する事業実施者の分、すべてを提出することを求めてはおりません。なお、実施要綱の

第８条第１項６号に記載したとおり、「その他市長が必要と認める書類」として別途ご提出

を求める場合がございます。その点は予めご了承ください。

15
ヘリコプターに搭乗するモニターの方々の管理や抽選方法に仙台MaaSなど使えないでしょう

か？

仙台MaaSを含む「行政サービス」との連携・利用などをご提案いただくことは問題ございま

せん。なお、その提案内容に沿って、実施可否を判断することになります。

16
第2号様式　提案書　5-2 スケジュール表（例）はEXCELにて作成した表を張り付けてよろし

いでしょうか？その場合、フォントサイズが若干小さくなります。

第２号様式にて記載しているものはあくまで例示でございます。内容が充足していれば、適

宜変更いただいても構いません。

17 申込書に押印は不要という理解でよろしいでしょうか。 お見込みのとおりでございます。

18 暴力団排除に係る誓約書には押印不要という理解でよろしいでしょうか。 お見込みのとおりでございます。
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19

募集要項P3の評価項目や様式2の目次には「独自性・革新性」について記載がありますが、

様式2のページの中に該当ページがありません。募集要項P3の評価項目と整合する様式2の改

定版がございましたら配布お願いします。

第２号様式についてはあくまで例示でございます。ご応募いただく際に各事業者にて必要事

項を記載していただくものですので、必ずしも評価項目と一致するものではございません。

20
審査・選定期間中に審査委員会に対してプレゼンテーション・ヒアリング等は予定されてい

ますでしょうか。

プレゼンテーション及びヒアリング等は基本的に予定しておりませんが、審査・選定にあた

り必要がございましたら、個別にヒアリングを実施する場合がございます。

21 市税の滞納がないことの証明書に関して、有効期間はございますか。
具体的な有効期限を付しているものではございませんが、発行日と提案日の間に過度な期間

的隔たりがある場合、当該資料の再提出を求める場合がございます。

22

実施要綱　第8条（提案書の提出）に記載の「（６）その他市長が必要と認める書類」とは、

どのような書類の想定でしょうか。なお、募集要項「9．応募申込」に記載の提出書類には、

「（６）その他市長が必要と認める書類」は明記されておりません。

個別具体のご提案をもとに追加での資料の提出を求めるもので、例えば経費算出に用いた人

件費等の追加資料、過去の実績に関する追加資料、又は共同事業者を説明する資料等を想定

しております。
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